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論文の内容の要旨

　本論文は，日本の製造業における参入・退出と新規企業の存続・倒産の要因についての実証分析である。分析

は，第1章で日本の産業が直面する厳しい参入率低下の実態を把握するところから始まる。

　まず，第2章で，製造業全体について参入・退出の要因分析を行う。参入・退出は実際の利潤率と産業特性に

よって説明できるとする。56の製造業で，ユ991年からユ994年までに設立された企業のデータを使い，粗参入と粗

退出を，利潤率，産業特性（資本集約度，産業の成長，広告費，R＆D投資など），産業の特殊事情（下請け構

造，系列組織）によって説明しようとする。有意性に問題も残るが，Tobit　mode1とOLSを使った分析で，（1）

利潤率は参入を促進し，退出を疎外する，（2）産業の成長もまた参入を促進し，退出を妨げる，（3）資本集約

度は，参入・退出を妨げる，（4）広告費は，参入・退出を促進する，（5）R＆D投資は，参入・退出を妨げる，

（6）下請け構造，系列組織が参入を疎外する証拠はない，（7）下請け構造はむしろ参入を促進する，などの

結果を得ている。また，（8）参入と退出を除いても計測結果に大きな違いはない，（9）参入と退出は産業特性

の一部をなしている，（10）参入と退出が同時に決定されている証拠はない，（11）参入と退出には因果的関係は

無く，両者は同じような産業特性に影響される，などの結果も報告している。

　第3章は，製造業においてユ986年から1994年までに東京地域で設立された新規企業の参入後の倒産の要因を

㎜u1tip1icative　hazards　mode1を使って分析する。要因として，企業特性（財務的健全性や利潤率），産業特性

（参入，産業の成長，価格コストマージンなど），地域的特性（集中度）を取り上げる。存続年数に基づくモデ

ルでは，有意性に問題はあるものの，次の結果を得ている。（ユ）資本金とサイズには，各々倒産防止効果があ

る。（2）参入は倒産確率を高める。（3）産業の成長は，倒産にマイナスの影響を与える。（4）価格費用マー

ジンには，倒産確率を下げる効果がある。（5）地域的集申度は倒産確率を高める。（6）バブル産業の直前と直

後に設立された企業の倒産リスクは高い。カレンダータイムを軸とするモデルでは，（1）資本金，サイズ，参

入の影響は，存続年数に基づくモデルの場合と似ている，（2）企業年齢は倒産確率を高めるが，年齢の2乗値

（経験を表わす）には倒産防止効果がある，（3）倒産の確率は，設立後6年間増加しその後減少する，などの

結果を得ている。

　第4章は，ソフトウェア産業で1986年からユ995年までの期間に国内で設立された新規企業の倒産要因を

proportiona1hazards　mode1with　ti蜘e－dependent　exp1anatory　variab1esを使って分析する。変数として，県別
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集申度，実質GDPの成長率，資本金，企業サイズ，卸売と小売を統合する垂直的多角化，他の情報サービスヘ

の水平的多角化，社長の年齢・性別・教育レベルを考慮する。結果は，（ユ）資本金やサイズは倒産を防止する，

（2）垂直的多角化も水平的多角化も倒産確率を高める，（3）社長の年齢は倒産にプラスに働く，（4）社長の

性別の影響は確かではない，（5）地域的集中度は倒産確率を高める，（6）実質GDPの成長率は倒産確率を下

げる，などである。

　第5章では，同産業で同期間に設立された新規企業の退出形態の要因を分析する。存続と退出の要因はbi∬om1a1

1ogit　modelで，退出形態の要因はmu1t1nomia〕ogit　mode1で分析する。結果は，（1）サイズには，退出，倒産，

倒産外閉鎖を防ぐ効果があり，存続にはプラスの隈界効果がある，（2）垂直的多角化は，退出や倒産の確率を

高めるが，倒産外閉鎖には有意に関係しない，（3）水平的多角化の影響は有意ではない，（4）垂直的，水平的

多角化の隈界効果はまちまちである，（5）社長の年齢には，倒産外閉鎖を促す効果と，存続へのプラスの隈界

効果がある，（6）社長の性別は存続・退出に影響しない，（7）杜長の教育レベルは存続確率を上げ，倒産確率

を下げるが，倒産外閉鎖には影響しない，（8）地域集申度指数は倒産確率を高める，などである。

　このように，本論は，参入・退出要因を実証的に詳細に調べることによって，新規企業育成に関わる産業政策

の在り方に重要なヒントを提供するものである。

審査の結果の要旨

　本論は，企業の参入・退出に関わる実証的要因分析を綿密に行おうとする試みである。理論が乏しく，また幾

つかの要因について影響を方向がアプリオリに定まらないなかで，参入。退出現象が，産業や企業の特性，マク

’口的経済状況，地域的特性，企業戦略，企業家の特性などの要因とどのように関わっているのかを実証的に調べ

ることは，産業や経済のダイナミズムを診断する上で，また，新規企業育成のための産業政策を立案する上で特

に重要であり，この点で，本論は参考とすべき幾つかの重要な実証結果を報告している。更に，先行研究との比

較において，或は，製造業全体とソフトウェア産業との比較において，実証結果の妥当性や問題点が注意深く批

判的に議論されている。参入・退出とその要因間には内生性，同時性といった簡単に処理できない問題も残るが，

少なくとも参入・退出現象がどのような内部的・外部的特性要因と関係しているかが詳細に示されている。理論

の乏しさは，実証分析手法を工夫することで補われており，参入・退出の実証分析として評価されるべきもので

ある。将来的には，参入・退出をより構造的に把握するための理論的開拓を進めることによって，従来の実証分

析からの脱皮が大いに期待されるところである。

　よって，著者は博士（社会経済）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。

一93一


